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港区平和都市宣言 

 

 かけがえのない美しい地球を守り、世界の恒久平和 

を願う人びとの心は一つであり、いつまでも変わるこ 

とはありません。 

 私たちも真の平和を望みながら、文化や伝統を守り、 

生きがいに満ちたまちづくりに努めています。 

 このふれあいのある郷土、美しい大地をこれから生 

まれ育つこどもたちに伝えることは私たちの務めです。 

 私たちは、我が国が『非核三原則』を堅持すること 

を求めるとともに、ここに広く核兵器の廃絶を訴え、 

心から平和の願いをこめて港区が平和都市であること 

を宣言します。 

 

  昭和６０年８月１５日 

港  区   
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第１章 計画の位置づけ  
 

 

１ 計画策定の背景と目的 
 

港区の人口動態と高齢者数の変化 

港区は年々人口が増加しており、令和２（2020）年 10 月の人口は約 26 万

人（外国人を含む）ですが、本計画の最終年度である令和５（2023）年10月

には約 26 万６千人になる見通しです。高齢者数も、平成 29（2017）年１月

の 43,155人から令和２（2020）年 10月には 44,174人に増加しました。その

うち、65 歳～74 歳の前期高齢者は 22,227 人から 21,518 人と減少するもの

の、75歳以上の後期高齢者は 20,928人から 22,656人と増加し、後期高齢者

の人数が前期高齢者を上回っています。 

 

高齢者施策の動向 

国が、令和元（2019）年６月に策定した「認知症施策推進大綱」では、認

知症との「共生（認知症の人が尊厳と希望を持って認知症とともに生きる、

認知症があってもなくても同じ社会でともに生きる）」と「予防（認知症の

発症を遅らせ、進行を緩やかにする）」の観点で施策を推進することが求め

られています。 

令和元（2019）年 12 月に取りまとめられた「介護保険制度の見直しに関

する意見」（社会保障審議会介護保険部会）では、団塊ジュニア世代が高齢

者となり現役世代が急激に減少する 2040 年ごろを見据え、多様な就労・社

会参加ができる環境整備と、前提となる介護予防・健康づくりの取組の強化

があらためて求められています。 

東京都は、「『未来の東京』戦略ビジョン」（令和元（2019）年 12 月）

や「『３つのシティ』の実現に向けた政策の強化（2020 年度）」（令和２

（2020）年１月）において、「長寿（Chōju）社会」の実現をめざし、認知症

対策や高齢者が元気に暮らし活躍できる地域づくりについて示しています。 

  

第１章 計画の位置付け 
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計画の目的と位置付け 

第８期介護保険事業計画は、介護保険法第 117 条に規定された「市町村介

護保険事業計画」として策定する計画で、国や東京都の指針等を踏まえ、介

護保険事業における保険給付の円滑な実施を図ることを目的としています。 

令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの介護保険事業運営に必

要な介護保険費用及び第 1号被保険者（65 歳以上の人）の介護保険料の基準

額等を算出しています。 

本計画は、「港区地域保健福祉計画」と一体的に策定した「港区高齢者保

健福祉計画」、上位計画である「港区基本計画（令和３（2021）年度～令和

８（2026）年度）」と整合、連携を図ります。 

 

２ 計画の対象とする期間 
 

本計画の対象とする期間は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度

までの３年間とします。 

 

３ 計画の策定経過 
 

港区高齢者保健福祉計画検討委員会での検討 

公募により選出された区民、福祉に関する事業の従事者、学識経験者等に

より構成される「港区高齢者保健福祉計画検討委員会」において、計画の策

定について検討します。 
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港区高齢者保健福祉計画検討委員会の開催概要 

回 開催日 主な議題 

第１回 

令和２年６月 25日 

【書面会議】 

港区保健福祉基礎調査（高齢者基礎調査）結果について 

令和元年度「港区高齢者保健福祉計画」計上事業の進捗

状況について 

次期港区地域保健福祉計画等の策定について 

第２回 

令和２年７月 31日 

【書面会議】 

港区高齢者保健福祉計画重点項目の分類（案）について 

港区高齢者保健福祉計画重点項目内の小項目（案）につ

いて 

第３回 
令和２年 10月１日 

【書面会議】 

次期港区高齢者保健福祉計画（素案）について 

第８期港区介護保険事業計画（素案）について 

第４回 
令和３年１月下旬 次期港区高齢者保健福祉計画（案）について 

第８期港区介護保険事業計画（案）について 

 

アンケート調査の実施 

区民の意見を反映させるため、令和元（2019）年度に「港区保健福祉基礎

調査」を実施しました。 

 

区民説明会の実施 

令和２（2020）年 12月 14日（月）～19日（土）に実施しました。 

その他、広報みなとや区ホームページで区民意見等を募集し、そこでいた

だいた意見を反映した上で、本計画を策定しました。 

 

 

４ 計画の推進・評価体制 
 

本計画に策定した内容について、適切に進捗を管理するため、港区地域保

健福祉推進協議会へ事業の進捗状況を報告し、事業の見直し等について協議

します。また、必要に応じて、当事者及び関係者の意見等を反映できる機会

を設定します。
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第２章 港区の高齢者の現状 
 
 

１ 高齢者数の推移と推計 
 

港区の人口は、令和２（2020）年 10 月 1 日現在 259,893 人です。そのう

ち、65 歳以上の高齢者は 44,174 人、高齢化率は 17.0％です。第８期計画期

間の終了する令和５（2023）年 10 月には、港区の高齢者は 44,938 人、高齢

化率は 16.9％となる見込みです。 

港区の高齢者人口の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各年度 10 月１日現在（外国人を含む。） 

項目 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

１３年度 

総人口（人） 259,893 255,258 260,555 266,083 273,354 278,846 316,056 

前期高齢者数（人） 21,518 21,087 21,058 20,636 20,332 20,275 25,847 

後期高齢者数（人） 22,656 22,835 23,327 24,302 25,378 26,232 28,152 

高齢化率（％） 17.0 17.2 17.0 16.9 16.7 16.7 17.1 

前期高齢者率（％） 8.3 8.3 8.1 7.8 7.4 7.3 8.2 

後期高齢者率（％） 8.7 8.9 9.0 9.1 9.3 9.4 8.9 

第２章 港区の高齢者の現状 

前期高齢者

後期高齢者

総人口

高齢化率

前期高齢者の比率

後期高齢者の比率

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

 -

 50,000

 100,000

 150,000

 200,000

 250,000

 300,000

 350,000

(人)
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２ 被保険者数と要介護認定者数の推移と推計 
 

港区の第１号被保険者（65 歳以上の人）は年々増加しており、令和２

（2020）年１月現在 44,294人です。令和５（2023）年には 46,752人になり、

その後も増加することが見込まれています。 

港区の第１号被保険者の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

各年度 1 月１日現在 

単位：人 

項目 

実績 推計 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

第 1 号 

被保険者 
42,903 43,680 44,216 43,691 44,080 44,294 45,579 46,017 46,752 

 65～74 歳 22,291 22,309 22,139 21,779 21,571 21,577 22,050 21,269 20,945 

 75 歳以上 20,612 21,371 22,077 21,912 22,509 22,717 23,529 24,748 25,807 

第 2 号 

被保険者 

（40～64 歳) 

89,713 92,237 94,620 97,366 99,592 99,692 102,208 104,808 107,444 

※第１号被保険者には、住所地特例者（介護保険施設等に入所（居）した場合、

施設入所（居）前の市町村を保険者とする特例措置）を含む。 

65～74歳

75歳以上

 -

 5,000

 10,000

 15,000

 20,000

 25,000

 30,000

 35,000

 40,000

 45,000

 50,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

（人）
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港区の要介護認定者は年々増加しており、令和２（2020）年１月現在

9,316人です。令和５（2023）年には 10,133人まで増加する見込みです。要

介護認定率は、令和５（2023）年には 21.7％となる見込みです。 

要介護認定者数の推移の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

各年度 1 月１日現在 

項目 

実績 推計 

平成 

27 年度 
平成 

28 年度 
平成 

29 年度 
平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和 

２年度 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

総数（人） 8,632 8,850 9,073 9,247 9,305 9,316 9,536 9,840 10,133 

要支援１（人） 1,322 1,397 1,528 1,650 1,597 1,660 1,681 1,728 1,778 

要支援２（人） 1,067 1,026 1,100 1,055 1,027 977 1,029 1,059 1,089 

要介護１（人） 1,577 1,670 1,656 1,690 1,730 1,744 1,783 1,840 1,894 

要介護２（人） 1,443 1,490 1,552 1,569 1,593 1,580 1,633 1,688 1,736 

要介護３（人） 1,198 1,206 1,184 1,222 1,243 1,273 1,296 1,339 1,383 

要介護４（人） 1,048 1,100 1,102 1,114 1,129 1,138 1,143 1,182 1,220 

要介護５（人） 977 961 951 947 986 944 971 1,004 1,033 

認定率（％） 19.7 19.8 20.1 21.2 21.1 21.0 20.9 21.4 21.7 

※第２号被保険者（40歳以上 65歳未満の医療保険加入者）数を含む。 

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５ 認定率

（人）
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３ 港区保健福祉基礎調査の結果 
 

区内の高齢者の状況を把握するため、令和元（2019）年 10～12 月に「港

区保健福祉基礎調査」を実施しました。調査は郵送とインターネットにより

実施し、区内の高齢者 4,000 名と介護保険事業所 239 か所へ配布し、高齢者

2,068名、介護保険事業所 132か所から回答を得ました。 

港区保健福祉基礎調査の調査対象 

調査対象 対象の内訳 抽出条件 

高齢者 令和元年９月１日時点で 

① 港区在住の 65歳以上の方（②に該当する方を除く。） 

② 港区在住の 65歳以上の方で、 

ア) 基本チェックリストにより、介護予防・日常生活支援

総合事業対象者と判断された方 

イ) 要支援認定を受けている方（在宅生活をしている方） 

ウ) 要介護認定を受けている方（要介護１～３で在宅生活

をしている方） 

（特別養護老人ホーム入所申込者、住所地特例者を除く） 

① 住民基本台帳

より 2,000人

を男女別に無

作為抽出 

② 基本チェック

リスト該当者

又は認定者よ

り 2,000人を

無作為抽出 

介護保険 

事業所 

令和元年９月１日時点で 

① 港区被保険者に対して居宅介護支援の提供実績がある区

内の居宅介護支援事業所 

② 港区被保険者に対して居宅サービスの提供実績がある区

内の居宅サービス事業所 

③ 港区被保険者の入所（入居）実績のある区内の介護保険

施設・居住系施設 

調査対象事業所

全数 

 

港区保健福祉基礎調査の回収状況 

調査対象 
発送数

（票） 

有効回収数（票） 
有効回収率 

（％） 郵送 
インター

ネット 

高齢者 4,000 2,012 56 51.7% 

 

①高齢者 2,000 1,220 43 63.2% 

②介護予防・日常生活支援総

合事業対象者、要介護・要支

援認定者 

2,000 792 13 40.3% 

介護保険事業所 239 110 22 55.2% 

 

①居宅介護支援事業所 66 37 ５ 63.6% 

②居宅サービス事業所 151 58 14 47.7% 

③介護保険施設・居住系施設 22 15 ３ 81.8% 

※高齢者調査票及び介護保険事業所調査の内訳（有効回収数及び有効回収率）

は、回答者の回答によるものである。  
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現在の要介護度の状況 

現在の要介護度について聞いたところ、「要介護認定は受けていない」が

60.6％、要支援１・２の人が 19.1％、要介護１～３の人が 14.3％、介護予

防・日常生活支援総合事業対象者が 1.4％でした。 

現在の要介護の状況（あてはまるもの１つ選択） 

 

 

港区での定住の意向 

今後港区に住み続けたいと思うかを聞いたところ、「自宅で住み続けたい

と思う」が 63.8％と最も多く、次いで「自宅・自宅以外（施設等）を問わず

住み続けたいと思う」が 26.3％でした。 

港区での定住の意向（あてはまるもの１つ選択） 

  

要支援１

12.4%

要支援２

6.7%

要介護１

5.4%

要介護２

5.1%

要介護３

3.8%

事業対象者

1.4%

要介護認定を受

けていない

60.6%

無回答

4.7%
（N=2069）

自宅で住み続

けたいと思う

63.8％

自宅・自宅以外（施設

等）を問わず住み続け

たいと思う

26.3％

住み続けたい

とは思わない

0.9％

わからない

7.9％
無回答

1.0％
（N=2069）



 

10 
 

Uni-Voice 

今後、区が特に力を入れて取り組むべきこと 

今後、区が特に力を入れて取り組むべきことについて聞いたところ、「困

ったときに気軽に介護相談ができる体制の整備」が 54.0％と最も多く、次い

で「住み慣れた地域での生活を 24 時間支える介護サービス」が 39.8％、

「ケアマネジャーやホームヘルパーなどの人材の育成」が 35.6％、「家族介

護者の負担軽減」が 34.8％と続いています。 

 

今後、区が特に力を入れて取り組むべきこと（あてはまるもの全て選択） 

 

 
  

6.4

6.3

34.8

15.8

39.8

31.6

35.6

26.9

30.0

54.0

20.7

0 20 40 60

無回答

特にない

家族介護者の負担軽減

地域全体で介護を支援するしくみづくり

住み慣れた地域での生活を24時間支える介護サービス

特別養護老人ホームなどの施設の整備

ケアマネジャーやホームヘルパーなどの人材の育成

サービス事業者の質の向上や不正行為の防止

介護が必要にならないための介護予防対策

困ったときに気軽に介護相談ができる体制の整備

介護保険制度の啓発・周知
（N=132）

（%） 
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介護サービスの水準と介護保険料の関係 

介護サービスの水準と介護保険料の関係について聞いたところ、「介護サ

ービスを現状のまま維持することを優先し、保険料の上昇を最小限に抑える」

が 46.0％と最も多く、次いで「介護サービスを今より充実させることを優先

し、保険料が上がることはやむを得ない」が 18.2％、「保険料は現状のまま

維持することを優先し、介護サービスの水準を抑える」が 8.5％と続いてい

ます。 

 

介護保険サービスの水準と介護保険料の関係（あてはまるもの 1つ選択） 

 

 
  

介護サービスを今より充実させる

ことを優先し、保険料が上がるこ

とはやむを得ない

18.2％

介護サービスを現状のまま維持する

ことを優先し、保険料の上昇を最小

限に抑える

46.0％

保険料は現状のまま維持する

ことを優先し、介護サービス

の水準を抑える

8.5％

保険料を現状より

安くすることを優

先し、介護サービ

スの水準を抑える

5.6％

わからない

15.2％

無回答

6.6％
（N=2069）
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介護保険料の上昇を抑制するための手段 

今後、介護保険料の上昇を抑制するためにどのような手段を行うべきかに

ついて聞いたところ、「わからない」が 34.4％と最も多く、次いで「公費

（税金）の負担割合の引き上げを行う」が 25.9％、「保険料の上昇は、やむ

を得ない」が 17.7％、「40 歳未満の若年層からも保険料を徴収する」が

8.0％と続いています。 

 

介護保険料の上昇を抑制するための手段（あてはまるもの 1つ選択）

   

公費（税金）の負担割合

の引き上げを行う

25.9％

保険料の上昇は

やむを得ない

17.7％

40歳未満の若年層からも

保険料を徴収する

8.0％

その他

5.9％

わからない

34.4％

無回答

8.1％

（N=2069）
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介護保険事業を安定的に運営していくため必要なこと 

介護保険事業所に対し、今後介護保険事業を安定的に運営していくため必

要なことを聞いたところ、「介護報酬の引き上げ」が 88.6％と最も多く、次

いで「在宅高齢者を見守り・支援するための体制づくり」が 45.5％、「低所

得者の利用者支援策」と「事業者育成のための各種支援策」が 28.0％と続い

ています。 

 

介護保険事業を安定的に運営していくため必要なこと（上位 3つ選択） 

  

  

4.5

0.0

18.9

45.5

3.0

28.0

1.5

22.7

18.2

28.0

88.6

0 20 40 60 80 100

無回答

その他

成年後見制度や地域福祉権利擁護事業の仕組みづくり

在宅高齢者を見守り・支援するための体制づくり

第三者評価の受審支援・受審後の経営改善支援

事業者育成のための各種支援策

事業者の不適切な行為を指導・摘発する仕組みづくり

地域でのケアマネジメント・システムの構築

総合的な介護予防のシステムづくり

低所得者の利用者支援策

介護報酬の引き上げ

（N=132）

（%） 
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事業者の立場から保険者である港区に対して望むこと 

介護保険事業所に対し、事業者の立場から保険者である港区に対して望む

ことを聞いたところ、「介護保険に関する情報提供」が 47.7％と最も多く、

次いで「介護人材の確保に関わる支援」が 47.0％、「利用者への適正なサー

ビス利用の啓発」が 30.3％、「地域包括支援センターの機能の充実」が

27.3％と続いています。 

 

事業者の立場から保険者である港区に対して望むこと（あてはまるもの全て選択） 

  

7.6

4.5

12.1

27.3

22.0

30.3

10.6

25.0

47.0

47.7

0 10 20 30 40 50 60

無回答

特にない

その他

地域包括支援センターの機能の充実

適正な介護報酬請求のための情報提供

利用者への適正なサービス利用の啓発

不正な事業所の指導

サービスの質の向上のための研修

介護人材の確保に関わる支援

介護保険に関する情報提供

(N=132)

(%) 
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第３章 めざす将来像と重点施策 

 

 

１ 高齢者施策のめざす姿 
 

住み慣れた地域でいきいきと安心して暮らせるよう、 

高齢者を地域で支え合う社会 

健康寿命の延伸により更なる長寿社会を迎える中で、高齢者が、心豊かに

健康でいきいきと暮らし続けられるよう、高齢者の暮らしに関わりのある地

域住民、ボランティア、事業所など、様々な主体が連携・協働し、高齢者を

支え合う社会を築きます。 

また、介護の必要な人や支える家族への支援を充実し、介護が必要になっ

ても安心して暮らせる地域社会を実現します。 

 

２ めざす姿の実現に向けた施策の全体像 

めざす姿の実現に向けて、「心豊かで健康な生活への支援」「認知症と共

生する地域づくり」「日々の生活を支える介護・福祉サービスの充実」「誰

もが安心して暮らせる地域づくり」の４つの施策に取り組みます。 

なお、本計画は基本計画と同様に国際的なコンセンサスであるＳＤＧｓ

（※）の理念と整合を図ります。ＳＤＧｓの目標と本計画に示す項目との関

係は、以下に示します。 

 ※ＳＤＧｓ：平成 27（2015）年の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」に記載された、令和 12（2030）年までに持続可能でより良い世界を

めざす国際目標 

 

本計画に関連するＳＤＧｓの目標 

 あらゆる年齢のすべ
ての人々の健康的な
生活を確保し、福祉
を推進する 

 

都市と人間の居住地
を包摂的、安全、 
レジリエントかつ持
続可能にする 

 持続可能な開発に向
けて実施手段を強化
し、グローバル・パ
ートナーシップを活
性化する 

 

国内および国家間の
不平等を是正する 

 持続可能な開発に向けて平和で包摂的な社会を推
進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供す
るとともに、あらゆるレベルにおいて効果的で責
任ある包摂的な制度を構築する 

  

第３章 めざす将来像と重点施策 
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１ 心豊かで健康な生活への支援 重点施策 

（１） 社会参加の促進 
p.64 

（２） 健康で自立した生活を維持するための支援 
p.66 

（３） 介護予防の効果的な推進 
p.67 

 

 

２ 認知症と共生する地域づくり 重点施策 

（１） 認知症の理解と予防の充実 p.72 

（２） 本人と家族への相談体制等の充実 p.73 

（３） 適切なサービスの利用の促進 p.74 

（４） 認知症を支える体制の構築 p.75 

 
 

３ 日々の生活を支える 

介護・福祉サービスの充実 重点施策 

（１） 高齢者福祉サービスの充実 p.78 

（２） 介護サービスの充実 p.80 

（３） 介護にあたる家族への支援 p.82 

 
 

４ 誰もが安心して暮らせる地域づくり 

（１） 安全・安心を支えあう地域づくりの推進 p.86 

（２） 高齢者の権利の擁護 p.88 

（３） 災害時等の安全の確保 p.89 

（４） 生活支援体制の整備の推進 p.90 
 

※港区高齢者保健福祉計画掲載項目再掲、ページ番号は港区地域保健福祉計画の該当ページ  

ＳＤＧｓのゴールとの関係 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 
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３ 介護サービスの充実 
 

75 歳以上の後期高齢者の増加に伴い、要介護認定者の増加が見込まれる

ことから、高齢者の介護予防・生活支援サービスの充実を図るとともに、地

域の高齢者介護を支える介護人材の確保と介護事業所への支援について、重

点的に取り組みます。 

 

① 介護予防・生活支援サービスの充実 

高齢者が要介護状態になることなく、地域において健康で自立した生活を

続けられるよう、日常生活に支援の必要な人に身体介護や洗濯、掃除等の生

活支援サービスを提供します。また、生活に必要な心身の機能を維持できる

よう、運動や栄養改善等の多様な介護予防事業を実施するとともに、高齢者

が地域において主体的に活動できる場の拡充と活動支援に努めます。 

介護予防リーダーの養成・活動支援を行い、地域における住民主体の介護

予防に資する通いの場の拡充を図ります。また、高齢者の主体的な活動を支

援するため、高齢者が趣味などで集まる通いの場や、町会自治会などの集い

の場へ介護予防総合センターの理学療法士や管理栄養士、運動指導員、看護

師などの専門職が積極的に出向き、運動指導や健康講座を行うほか、体力測

定や健康相談などを実施することで参加者の健康維持のサポートを行います。 

生活機能評価（介護予防チェックリスト）や健診結果を基に、要介護状態

になるリスクがある高齢者に対し積極的に注意喚起を促すとともに、地域で

活動する高齢者相談センターやふれあい相談員、民生委員・児童委員、区内

事業者等と情報交換やケア会議を開催するなど、関係機関が連携し地域の高

齢者を支えます。 

目標値 

項目 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護予防リーダー修了者数（人） 210 230 250 

介護予防総合センター登録団体数（団体） 27 29 31 

介護予防総合センターの専門職派遣回数（回） 60 70 80 
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② 介護人材の確保・支援 

安定した介護サービスを確保するため、介護人材の育成や職場環境の改善

を推進します。高齢者の増加が見込まれることから、地域の介護サービスを

支える介護人材の確保と介護事業所への支援に取り組みます。 

介護人材の確保・定着を推進するため、介護従事者向けに、介護職員（初

任者・実務者）研修受講費用の助成を行うほか、ハローワーク品川や港区社

会福祉協議会等と協力して、就業希望者と介護事業所への支援を引き続き行

います。 

 

③ 介護現場へのＩＣＴ等の導入支援 

介護サービスを必要とする人が増加する中で、区内の介護事業所等では人

手不足が課題になっています。他方、業務改善に資するようなＩＣＴやロボ

ットなどの開発が進められており、こうした技術の導入による介護業務環境

の改善が期待されています。 

介護事業所におけるＩＣＴやロボットなどの導入状況を踏まえ、現場にお

ける課題を調査します。調査結果をもとに、業務負荷の軽減につなぐための

ＩＣＴ導入実証実験を行い、検証をし、ＩＣＴやロボット等の導入を支援し

ます。 
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第２部 介護保険事業費用の見込み 
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第１章 日常生活圏域の設定 
 
 

１ 日常生活圏域の設定 
 

日常生活圏域とは、必要な人に必要なサービスが届くよう、相談体制の整

備や介護サービスの整備計画を立てる上で、地理的条件、人口、交通事情そ

の他の社会的条件などを総合的に勘案し、設定する地域区分のことです。 

区では、区民にとって身近な窓口である各地区総合支所の所管区域を日常

生活圏域として設定しています。 

港区の日常生活圏域 

日常生活 

圏域 
町名 

芝 芝、海岸１、東新橋、 

新橋、西新橋、 

三田３～５、浜松町、 

芝大門、芝公園、虎ノ門、 

愛宕 

麻布 東麻布、麻布台、 

麻布狸穴町、麻布永坂町、 

麻布十番、南麻布、 

元麻布、西麻布、六本木 

赤坂 元赤坂、赤坂、南青山、 

北青山 

高輪 三田４・５、高輪、白金、 

白金台 

芝浦港南 芝浦、海岸２・３、港南、 

台場 

  

第１章 日常生活圏域の設定 
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２ 圏域別の基本データ 
 

日常生活圏域別の全人口・高齢者人口・後期高齢者人口・要介護認定者数（推計） 

各年度 10月 1 日現在 

圏域 項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

芝 全人口（人） 41,268 42,457 43,307 

高齢者人口（人） 7,283 7,305 7,358 

後期高齢者人口（人） 3,894 3,947 4,097 

要介護認定者数（人） 1,716 1,771 1,822 

麻布 全人口（人） 59,898 61,215 62,412 

高齢者人口（人） 9,607 9,763 9,902 

後期高齢者人口（人）

高齢化率（％） 

4,960 5,087 5,293 

要介護認定者数（人） 2,001 2,065 2,126 

赤坂 全人口（人） 36,951 37,462 38,008 

高齢者人口（人） 7,609 7,610 7,611 

後期高齢者人口（人）

高齢化率（％） 

4,059 4,085 4,216 

要介護認定者数（人） 1,621 1,672 1,722 

高輪 全人口（人） 60,744 62,054 63,471 

高齢者人口（人） 12,040 12,146 12,294 

後期高齢者人口（人）

高齢化率（％） 

6,267 6,420 6,691 

要介護認定者数（人） 2,764 2,852 2,937 

芝浦港南 全人口（人） 56,397 57,367 58,886 

高齢者人口（人） 7,383 7,560 7,773 

後期高齢者人口（人）

高齢化率（％） 

3,654 3,788 4,005 

要介護認定者数（人） 1,430 1,476 1,519 

港区全体 全人口（人） 255,258 260,555 266,083 

高齢者人口（人） 43,922 44,385 44,938 

後期高齢者人口（人）

高齢化率（％） 

22,835 23,327 24,302 

要介護認定者数（人） 9,536 9,840 10,133 

※四捨五入により各圏域の合計が区全体の数値と一致しないことがあります。 



 

22 
 

Uni-Voice 

 
 
１ 総給付費の見込み 

 

令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの標準給付費は、約

464.0 億円となる見込みです。これに地域支援事業費を加えた介護保険事業

の総給付費は、約 493.3億円となる見込みです。 

介護保険事業費の見込みは、介護保険事業費の実績と、要介護・要支援者

数やサービス利用者数などの推移をもとに推計しました。 

①介護給付費の見込み 

単位：千円 

事業 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 令和７年度 

居宅サービス 

 

訪問介護 
給付費 1,984,942 2,044,490 2,105,825 6,135,257 2,234,070 

回数 31,413 32,356 33,327 97,096 35,357 

訪問入浴介護 
給付費 132,359 136,329 140,419 409,107 148,971 

回数 2,056 2,118 2,182 6,356 2,316 

訪問看護 
給付費 964,532 993,468 1,023,272 2,981,273 1,085,590 

回数 19,756 20,349 20,960 61,065 22,237 

訪問リハビリテ

ーション 

給付費 89,335 92,015 94,776 276,126 100,547 

回数 2,096 2,159 2,224 6,479 2,360 

居宅療養管理指

導 

給付費 365,767 376,740 388,043 1,130,550 411,674 

人数 52,901 54,489 56,124 163,514 59,543 

通所介護 
給付費 1,178,488 1,213,843 1,250,258 3,642,589 1,326,399 

回数 17,321 17,841 18,377 53,539 19,497 

通所リハビリテ

ーション 

給付費 253,319 260,919 268,746 782,984 285,113 

回数 4,697 4,838 4,984 14,519 5,289 

短期入所生活介

護 

給付費 347,600 358,028 368,769 1,074,398 391,227 

日数 4,720 4,862 5,008 14,590 5,314 

短期入所療養介

護 

給付費 55,811 57,485 59,209 172,505 62,815 

日数 501 517 533 1,551 566 

特定施設入居者 

生活介護 

給付費 2,422,519 2,515,795 2,591,268 7,529,582 2,749,077 

人数 11,504 11,850 12,206 35,560 12,951 

福祉用具貸与 
給付費 492,363 507,134 522,348 1,521,846 554,159 

人数 34,667 35,708 36,780 107,155 39,021 

特定福祉用具購

入 

給付費 22,281 22,949 23,638 68,868 25,077 

人数 711 733 755 2,199 802 

第２章 介護保険事業費の見込み 

 



 

23 
 

Uni-Voice 

 

単位：千円 

事業 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 令和７年度 

地域密着型サービス 

 

定期巡回・随時対

応型訪問介護看護 

給付費 35,591 36,659 37,758 110,008 40,058 

人数 230 237 245 712 261 

夜間対応型訪問介

護 

給付費 7,243 7,460 7,684 22,387 8,152 

人数 163 168 174 505 186 

認知症対応型通所

介護 

給付費 96,050 98,931 101,899 296,881 108,105 

人数 857 883 910 2,650 967 

小規模多機能型居

宅介護 

給付費 124,648 128,388 132,239 385,275 140,293 

人数 565 582 600 1,747 637 

認知症対応型共同

生活介護（グルー

プホーム） 

給付費 279,523 287,908 296,546 863,976 314,605 

人数 1,043 1,075 1,108 3,226 1,177 

地域密着型特定施

設入居者生活介護 

給付費 6,697 6,898 7,105 20,701 7,538 

人数 31 32 33 96 36 

地域密着型介護老

人福祉施設入居者

生活介護 

給付費 0 0 0 0 0 

人数 0 0 0 0 0 

看護小規模多機能

型居宅介護 

給付費 28,043 28,884 29,751 86,679 31,563 

人数 136 141 146 423 156 

地域密着型通所介

護 

給付費 179,661 185,051 190,603 555,315 202,210 

回数 4,336 4,467 4,602 13,405 4,484 

住宅改修 
給付費 20,669 21,289 21,928 63,886 23,263 

人数 281 290 299 870 318 

居宅介護支援 
給付費 728,071 749,913 772,411 2,250,396 819,451 

人数 47,050 48,462 49,916 145,428 52,957 

施設サービス 

 

介護老人福祉施

設（特別養護老

人ホーム） 

給付費 2,771,202 2,854,338 2,939,968 8,565,509 3,119,012 

人数 10,348 10,659 10,979 31,986 11,649 

介護老人保健施

設 

給付費 949,649 978,139 1,007,483 2,935,271 1,068,839 

人数 3,324 3,424 3,527 10,275 3,742 

介護療養型医療

施設（療養病

床） 

給付費 160,298 165,106 170,060 495,464 180,416 

人数 467 482 497 1,446 528 

介護医療院 
給付費 30,211 31,118 32,051 93,380 34,003 

人数 82 85 88 255 94 

介護給付費合計 13,726,874 14,159,280 14,584,058 42,470,212 15,472,228 
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Uni-Voice 

②予防給付費の見込み 

単位：千円 

事業 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 令和７年度 

居宅サービス 

 介護予防訪問入浴

介護 

給付費 29 30 31 90 33 

 回数 3 4 5 12 7 

 
介護予防訪問看護 

給付費 94,006 96,826 99,731 290,564 105,805 

 

回数 2,997 3,087 3,180 9,264 3,375 

介護予防訪問リハ

ビリテーション 

給付費 9,965 10,264 10,572 30,800 11,215 

回数 314 324 334 972 356 

介護予防居宅療養

管理指導 

給付費 23,998 24,717 25,459 74,174 27,009 

人数 3,763 3,876 3,993 11,632 4,237 

介護予防通所リハ

ビリテーション 

給付費 19,749 20,342 20,952 61,043 22,228 

回数 618 637 657 1,912 698 

介護予防短期入所

生活介護 

給付費 3,317 3,416 3,519 10,252 3,733 

 日数 92 95 98 285 105 

 

介護予防短期生活

療養介護 

給付費 30 31 32 92 34 

日数 3 4 5 12 7 

介護予防 

特定施設入居者生

活介護 

給付費 106,158 109,343 112,623 328,124 119,482 

人数 1,475 1,520 1,566 4,561 1,662 

介護予防福祉用具

貸与 

給付費 25,391 26,153 26,938 78,482 28,578 

人数 5,693 5,864 6,040 17,597 6,409 

特定介護予防福祉

用具購入 

給付費 3,937 4,055 4,177 12,169 4,431 

 人数 145 150 155 450 165 

地域密着型サービス 

 介護予防認知症対

応型通所介護 

給付費 163 168 173 505 184 

 人数 9 10 11 30 13 

 

介護予防小規模多

機能型居宅介護 

給付費 3,167 3,262 3,360 9,788 3,564 

人数 59 61 63 183 67 

介護予防認知症対

応型共同生活介護

（ グ ル ー プ ホ ー

ム） 

給付費 0 0 0 0 0 

 人数 0 0 0 0 0 

介護予防住宅改修 
給付費 7,172 7,387 7,609 22,168 8,072 

人数 95 98 101 294 109 

介護予防支援 
給付費 42,216 43,483 44,787 130,486 47,515 

人数 8,402 8,655 8,915 25,972 9,459 

予防給付費合計 339,298 349,477 359,962 1,048,737 381,883 
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Uni-Voice 

③標準給付費の見込み 

単位：千円 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 令和７年度 

介護給付費・予防給付費

合計（①＋②） 
14,066,172 14,508,757 14,944,020 43,518,949 15,854,111 

法改正影響額 

（高額+負担減） 
△ 67,500 △ 104,481 △ 107,589 △ 279,570 △ 50,633 

特定入所者介護サービス

費等 
291,140 299,874 308,870 899,884 327,681 

高額介護サービス費等 713,552 734,959 757,007 2,205,518 803,109 

審査支払手数料 16,571 17,068 17,580 51,218 18,650 

標準給付費合計 15,019,935 15,456,177 15,919,889 46,396,000 16,952,918 

 

④地域支援事業費の見込み 

単位：千円 

事業 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 令和７年度 

介護予防・日常生活支援総合事業 

 介護予防・日常生活支援サービス事業 

  

訪問型サービス 給付費      

通所型サービス 給付費      

生活支援サービス 給付費      
介護予防ケアマネ

ジメント 
給付費      

高額介護予防サー

ビス費等 
給付費      

 審査支払手数料 給付費      

 一般介護予防事業 

  一般介護予防事業 給付費      

 小計 給付費      

包括的支援事業 

 介護予防ケアマネジメント業務      

 総合相談支援業務      

 権利擁護業務      

 
包括的・継続的ケアマネジメ

ント支援業務 
     

 地域ケア会議推進事業      

 在宅医療・介護連携推進業務      

 生活支援体制整備事業      

 認知症総合支援事業      

 小計 給付費      

地域支援事業合計 957,507 978,789 1,000,840  971,625 

 

⑤総給付費の見込み（③＋④） 

単位：千円 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 第８期計 令和７年度 

総給付費 15,977,442 16,434,966 16,920,729 49,333,136 17,924,543 

推計中 
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Uni-Voice 

２ 介護サービスごとの事業量と給付費 
 

在宅サービス（予防給付利用者と地域密着型サービス利用者を含む。）と

施設サービスの利用割合を見ると、令和元（2019）年度で、全サービス利用

者のうち、在宅サービス利用者は 84.7％、施設サービス利用者は 15.3％で

す。平成 27（2015）年度の割合は、それぞれ 83.8％、16.2％です。 

介護サービスの利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

各年度３月 31 日現在 

単位：人 

年度 
平成 

27年度 
平成 

28年度 
平成 

29年度 
平成 

30年度 
令和 
元年度 

予防給付利用者 1,426 659 705 787 808 

在宅サービス利用者 4,490 4,599 4,722 4,674 4,811 

地域密着型サービス利用者 207  555 531 527 510 

施設サービス利用者 1,187 1,094 1,175 1,114 1,111 

未利用者 1,364 1,930 2,014 2,169 2,024 

要介護認定者数 8,674 8,837 9,147 9,271 9,264 

  

 -

 2,000

 4,000

 6,000

 8,000

 10,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度度 令和元年度

予防給付利用者 在宅サービス利用者

地域密着型サービス利用者 施設サービス利用者

未利用者
（人）



 

27 
 

Uni-Voice 

居宅サービス 

 訪問介護 

ホームヘルパーが利用者の居宅を訪問し、入浴、排せつ、食事などの身体

介護や、調理、洗濯などの生活援助を行います。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和２年度 

（見込） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護給付 
給付費 1,888,594  1,870,998  1,927,128  1,984,942 2,044,490 2,105,825 

回数 30,589  29,609  30,498  31,413 32,356 33,327 

 

 訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

居宅に浴室がない場合や、その他の施設の利用が困難な場合などに、介護

職員と看護師などが入浴車で居宅を訪問し、入浴介護を行います。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和２年度 

（見込） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護給付 
給付費 134,255  124,761  128,504  132,359 136,329 140,419 

回数 2,051  1,937  1,996  2,056 2,118 2,182 

予防給付 
給付費 0  28  28  29 30 31 

回数 0  1  2  3 4 5 

 

 訪問看護・介護予防訪問看護 

医師の指示により、看護師などが居宅を訪問して療養上の支援や診療の補

助を行います。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和２年度 

（見込） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護給付 
給付費 789,089  909,164  936,439  964,532 993,468 1,023,272 

回数 16,633  18,621  19,180  19,756 20,349 20,960 

予防給付 
給付費 70,904  88,610  91,268  94,006 96,826 99,731 

回数 2,285  2,824  2,909  2,997 3,087 3,180 

 
いずれの表も単位：給付費（千円）、回数（回）  



 

28 
 

Uni-Voice 

 訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

事業所の医師の指示により、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士が居宅

を訪問し、リハビリテーションを行います。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付 
給付費 78,128  84,207  86,733  89,335 92,015 94,776 

回数 1,848  1,974  2,034  2,096 2,159 2,224 

予防給付 
給付費 9,306  9,393  9,674  9,965 10,264 10,572 

回数 268  295  304  314 324 334 

 

 居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

医師、歯科医師、薬剤師などが居宅を訪問し、療養上の管理、指導を行い

ます。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 317,475  344,771  355,114  365,767 376,740 388,043 

人数 45,690  49,864  51,360  52,901 54,489 56,124 

予防給付 
給付費 21,566  22,620  23,299  23,998 24,717 25,459 

人数 3,365  3,546  3,653  3,763 3,876 3,993 

 

 通所介護（デイサービス） 

通所介護施設で、食事、入浴などの日常生活上の支援や機能訓練を日帰り

で行います。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 1,117,635  1,110,838  1,144,163  1,178,488 1,213,843 1,250,258 

回数 17,023  16,326  16,816  17,321 17,841 18,377 

 
いずれの表も単位：給付費（千円）、回数（回）、人数（人） 
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Uni-Voice 

 通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション（デイケア） 

介護老人保健施設や医療機関などで、リハビリテーションを日帰りで行い

ます。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 237,276  238,777  245,941  253,319 260,919 268,746 

人数 4,308  4,427  4,560  4,697 4,838 4,984 

予防給付 
給付費 20,860  18,616  19,174  19,749 20,342 20,952 

人数 632  582  600  618 637 657 

 

 短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護（ショートステイ） 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）に短期間入所し、日常生活上の

支援や機能訓練などを行います。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 324,505  327,647  337,476  347,600 358,028 368,769 

回数 4,530  4,448  4,582  4,720 4,862 5,008 

予防給付 
給付費 2,187  3,127  3,220  3,317 3,416 3,519 

回数 71  86  89  92 95 98 

 

 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護（医療系ショートステイ） 

介護老人保健施設などに短期間入所し、医学的管理のもと介護、日常生活

上の支援や機能訓練などを行います。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 49,958  52,607  54,185  55,811 57,485 59,209 

回数 438  471  486  501 517 533 

予防給付 
給付費 0  28  29 30 31 32 

回数 0  1  2  3 4 5 

いずれの表も単位：給付費（千円）、回数（回）、人数（人）  
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Uni-Voice 

 特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

介護保険の事業所として指定を受けた有料老人ホーム、ケアハウス、養護

老人ホームなどで、日常生活上の支援や介護などを行います。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 2,153,445  2,302,308  2,371,378  2,422,519 2,515,795 2,591,268 

人数 11,114  10,842  11,168  11,504 11,850 12,206 

予防給付 給付費 101,095  100,064  103,066  106,158 109,343 112,623 

 人数 1,412  1,390  1,432  1,475 1,520 1,566 

 

 福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

日常生活の自立を助けるための福祉用具の貸与（レンタル）を行います。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 456,955  464,100  478,023  492,363 507,134 522,348 

人数 32,428  32,676  33,657  34,667 35,708 36,780 

予防給付 
給付費 22,862  23,934  24,652  25,391 26,153 26,938 

人数 4,947  5,366  5,527  5,693 5,864 6,040 

 

 特定福祉用具購入・特定介護予防福祉用具購入 

入浴や排せつなどに使用する福祉用具を、指定事業者から購入したときに、

購入費を支給します。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 21,749  21,002  21,632  22,281 22,949 23,638 

人数 687  669  690  711 733 755 

予防給付 
給付費 4,736  3,711  3,822  3,937 4,055 4,177 

人数 162  135  140  145 150 155 

 
いずれの表も単位：給付費（千円）、人数（人）  
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Uni-Voice 

 住宅改修・介護予防住宅改修 

手すりの取付けや段差の解消などの住宅改修を行ったときに、住宅改修費

を支給します。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 18,851  19,483  20,067  20,669 21,289 21,928 

人数 256  264  272  281 290 299 

予防給付 
給付費 11,290  6,760  6,963  7,172 7,387 7,609 

人数 116  89  92  95 98 101 

 

 居宅介護支援・介護予防支援 

居宅サービスを適切に受けられるよう、介護支援専門員（ケアマネジャー）

が、要介護者本人や家族の希望をもとに、本人の心身の状況や環境に配慮し

ながら居宅サービス計画（ケアプラン）を作成します。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 664,849  686,277  706,865  728,071 749,913 772,411 

人数 43,974  44,348  45,679  47,050 48,462 49,916 

予防給付 
給付費 36,140  39,793  40,987  42,216 43,483 44,787 

人数 7,193  7,919  8,157  8,402 8,655 8,915 

 
いずれの表も単位：給付費（千円）、人数（人）  
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Uni-Voice 

施設サービス 

 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

食事や排せつ等で常時介護が必要で、自宅では介護を受けることが困難な

要介護者が入所する施設です。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 2,632,839  2,612,124  2,690,487  2,771,202 2,854,338 2,939,968 

人数 9,966  9,753  10,046  10,348 10,659 10,979 

 

 介護老人保健施設（老人保健施設） 

在宅生活への復帰に向けて、リハビリテーションを中心とする医療ケアと

介護を必要とする人が入所する施設です。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 854,740  895,135  921,990  949,649 978,139 1,007,483 

人数 3,059  3,133  3,227  3,324 3,424 3,527 
 

 介護療養型医療施設 

急性期の治療が終わり、長期の療養を必要とする人が入院する医療機関の

病床です。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 159,493  151,096  155,629  160,298 165,106 170,060 

人数 470  439  453  467 482 497 
 

 介護医療院 

長期療養のための医療と、日常生活上の介護を一体的に提供する施設です。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 1,466  28,477  29,331  30,211 31,118 32,051 

人数 6  76  79  82 85 88 
いずれの表も単位：給付費（千円）、人数（人）  
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地域密着型サービス 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

24 時間体制でホームヘルパーや看護師が居宅を訪問し、介護や看護を行

います。また、体調不良時など、利用者からの通報にも対応します。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 25,376  33,548  34,554  35,591 36,659 37,758 

人数 176  216  223  230 237 245 

 

 夜間対応型訪問介護 

夜間に介護が必要な人に対し、ホームヘルパーが居宅を訪問し、介護や日

常生活の支援を行います。また、体調不良時など、利用者からの通報にも対

応します。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 5,427  6,827  7,032  7,243 7,460 7,684 

人数 163  153  158  163 168 174 

 

 地域密着型通所介護 

定員が 18 人以下の通所介護施設で、食事や入浴などの日常生活上の支援

や機能訓練を日帰りで行います。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 170,558  169,348  174,428  179,661 185,051 190,603 

回数 4,074  4,086  4,209  4,336 4,467 4,602 

 
いずれの表も単位：給付費（千円）、回数（回）、人数（人）  
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 認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 

定員が 12 人以下の通所介護施設で、認知症の人を対象に、日常生活上の

支援や介護、機能訓練を日帰りで行います。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 97,706  90,536  93,252  96,050 98,931 101,899 

回数 803  807  832  857 883 910 

予防給付 
給付費 309  154  159  163 168 173 

回数 12  7  8  9 10 11 

 

 小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 

通所サービスを中心に、本人の選択に応じて訪問や宿泊のサービスを組み

合わせた多機能なサービスを行います。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 81,211  117,493  121,018  124,648 128,388 132,239 

人数 380  532  548  565 582 600 

予防給付 
給付費 1,666  2,985  3,075  3,167 3,262 3,360 

人数 33  55  57  59 61 63 

 

 認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護(グルー

プホーム) 

認知症の人が共同生活するグループホームで、介護や日常生活上の支援を

行います。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 261,856  263,477  271,381  279,523 287,908 296,546 

人数 988  982  1,012  1,043 1,075 1,108 

予防給付 
給付費 1,029  0  0  0 0 0 

人数 5  0  0  0 0 0 

 
いずれの表も単位：給付費（千円）、回数（回）、人数（人）  
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 看護小規模多機能型居宅介護 

通所サービスを中心に、訪問や宿泊のサービスを組み合わせた多機能なサ

ービスを行うとともに、看護師などによる訪問看護を一体的に行います。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 21,721  26,433  27,226  28,043 28,884 29,751 

人数 106  128  132  136 141 146 

 

 地域密着型特定施設入居者生活介護 

地域密着型サービスの指定を受けた有料老人ホームやケアハウスなどで、

29 人以下の少人数の入居者に対して、日常生活上の支援や介護などを行いま

す。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 7,433  6,313  6,502  6,697 6,898 7,105 

人数 35  29  30  31 32 33 

 

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

利用人数 29 人以下の特別養護老人ホームで、食事や入浴などの日常生活

上の支援や機能訓練を行います。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

介護給付 
給付費 2,468  0  0  0 0 0 

人数 11  0  0  0 0 0 

いずれの表も単位：給付費（千円）、人数（人） 
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その他費用 

 特定入所者介護サービス費等 

所得の低い人が施設に入所したりショートステイを利用したりする場合に、

食費や居住費の負担を軽減します。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

給付費 273,045  274,427  282,660  291,140 299,874 308,870 

 

 高額介護サービス費等 

介護保険の自己負担額や、医療保険と介護保険の自己負担額の合計が高額

になった場合に、負担の一部を軽減します。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

給付費 541,363  672,591  692,769  713,552 734,959 757,007 

 

 審査支払手数料 

介護サービスの請求の審査や支払を実施するために必要な費用を区が負担

します。審査等は東京都国民健康保険団体連合会が行います。 

区分 
第７期 第８期 

平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和２年度 

（見込） 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 

給付費 14,930  15,619  16,088  16,571 17,068 17,580 

いずれの表も単位：給付費（千円）、人数（人）



 

37 
 

Uni-Voice 

 
 
 

１ 介護保険料の算出方法 
 

第１号被保険者の介護保険料は、区市町村（保険者）ごとに、介護サービ

スの見込み量に応じて算出します。 

保険料基準額＝３年間の保険料収納必要額÷予定保険料収納率÷補正した３

年間の第 1号被保険者数 

 

次のような項目を考慮して算出します。 

 

① 被保険者の負担割合 

介護保険の被保険者の総数に占める第 1 号被保険者の割合をもとに、国が

決定します。第７期計画期間の被保険者の負担割合は 23％でしたが、第８期

計画期間では●％です。 

 

② 調整交付金 

調整交付金は、国が交付割合を決定し、交付されます。交付割合は、国の

負担割合のうち原則５％ですが、第 1号被保険者のうち、75歳以上の後期高

齢者の割合と、所得分布等に応じて交付割合が調整されます。第７期計画期

間の港区の調整交付金の交付割合は、約 2.2％でしたが、第８期計画期間で

は約●％となる見込みです。 

 

③ 介護保険給付準備基金 

介護保険給付準備基金は、介護保険事業の財政を安定させるための仕組み

で、給付の実績が計画よりも少なかった場合に積み立て、不足したときに取

り崩して充当します。第７期計画期間終了時点で、約●億円の基金残額が見

込まれます。  

第３章 介護保険料の設定 
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２ 介護保険料の財源 
 

介護保険事業の財源構成は、第１号被保険者（65 歳以上の人）の介護保

険料、第２号被保険者（40 歳～64 歳の人）の介護保険料、国、東京都及び

区の公費で負担する仕組みになっています。 

第 1 号被保険者の保険料と第２号被保険者の保険料の負担割合は、全国の

年齢人口比率により定められます。第８期計画期間は、第 1 号被保険者の負

担割合が●％、第２号被保険者負担割合が●％になります。 

第８期計画期間の介護保険事業の財源構成 

 

 

 

 

  

第2号被保険者

保険料, 27%

第1号被保険者保険料, 

23%

第1号被保険者保険料, 2.8%

調整交付金, 

2.2%

国庫負担金, 

20%

都負担金, 

12.5%

区負担金, 

12.5%

介護給付費

第2号被保

険者保険

料, 27%

第1号被保

険者保険

料, 23%

第1号被保険者保険料, 2.8%

調整交付

金, 2.2%

国庫負担

金, 20%

都負担金, 

12.5%

区負担金, 

12.5%

介護予防・日常生活支援

総合事業費
第2号被

保険者保

険料, 

27%

第1号被

保険者保

険料, 

23%

第1号被保険者保険

料, 2.8%

調整交付金, 

2.2%

国庫負担金, 

20%

都負担

金, 

12.5%

区負担

金, 

12.5%

包括的支援事業費

算出中 
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区の第１号被保険者は、全国平均と比較して所得の高い人が多い状況です。

この地域特性を踏まえ、第７期計画と同じく所得段階を 17 段階とすること

により、被保険者の負担能力に応じた保険料設定を行います。 

所得段階別第１号被保険者数の推計（港区と全国の比較）

 

  

算出中 
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３ 介護保険料の基準額 
 

令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の第８期計画期間における、

介護（予防）サービス事業量の見込みに係る標準給付費及び地域支援事業費

の合計は約●億円と見込まれます。これに、第 17 段階の所得段階の設定、

保険料収納率の見込みなどを踏まえて算定した第 1 号被保険者の保険料基準

額は、月額●円となります。 

第８期計画期間の介護保険料 

所得段階 対象者 保険料率 保険料（年額） 

第１段階 
 

   

第２段階 
 

   

第３段階 
 

   

第４段階 
 

   

第５段階
（基準額） 

   

第６段階 
 

   

第７段階 
 

   

第８段階 
 

   

第９段階 
 

   

第 10段階 
 

   

設定中 

※所得段階についても、変更する可能性があります 
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第 11段階 
 

   

第 12段階 
 

   

第 13段階 
 

   

第 14段階 
 

   

第 15段階 
 

   

第 16段階 
 

   

第 17段階 
 

   

 

所得の低い人への配慮 

 介護保険料の軽減 

ア） 所得の低い人の介護保険料については、引き続き、国の標準保険

料率より低い保険料率を設定し、区独自の負担の軽減を図ります。 

イ） 所得段階が第２段階及び第３段階の人を対象に、収入要件等に該

当した場合、第１段階の保険料額に軽減します。 

 ホームヘルプサービス等利用者負担金助成事業 

ア） 訪問系サービスを利用した場合の利用者負担額を 10％から３％に

軽減します。 

イ） 利用者負担額が月額 15,000 円を超えた場合に、4,800 円の範囲内

で負担額の 1/2を助成します。 

設定中 

※所得段階についても、変更する可能性があります 
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第４章 介護保険事業の適正な運営 

 

  「介護保険事業の適正な運営」は、「港区高齢者保健福祉計画 ３（２）⑤介

護保険制度の円滑な運営」として記載があります。 
 

１ 介護給付適正化 
 

利用者が、質の高い介護サービスを利用できるように、介護サービスを必

要とする人を適正に認定します。利用者の必要とするサービスが適切にケア

マネジメントされ、介護事業者がルールに従って介護サービスを提供するよ

う促していきます。 

 

① 要介護認定の適正化 

認定調査票と特記事項の整合性や判断基準等を全件点検し、確認します。

また、定期的に認定調査員研修を実施し、認定調査の質の向上を図ります。

さらに介護認定審査会での判定について、全国や東京都の平均値を比較・分

析し、要介護認定の平準化及び適正化に取り組みます。 

※要介護認定の手順：①被保険者の申請、②区による訪問調査、③認定調

査票、特記事項の作成、④コンピュータによる１次判定、⑤１次判定の結果

と主治医意見書を資料として介護認定審査会における２次判定。これらを経

て、⑥認定結果を被保険者に通知します。 

 

② ケアプラン点検 

一連のケアマネジメントにおいて、ケアマネジャーの作成するケアプラン

が、介護サービスを受ける人に適切であるかなどについて、主任ケアマネジ

ャーなどで構成する評価チームが確認、指導を行うことで、ケアマネジャー

の質の向上を図ります。 

 

  

第４章 介護保険事業の適正な運営 
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③ 縦覧点検・医療情報との突合 

介護給付費の審査支払データを定期的に点検し、不適切な費用請求があっ

た場合に介護事業者に対して指導を行います。 

 

④ 住宅改修等の点検 

利用者の状況を踏まえた適切な住宅改修がなされるよう、改修工事の施工

前に工事見積書を点検します。また、必要に応じて利用者宅へ訪問し、確認

を行います。 

 

⑤ 介護給付費通知 

介護保険の居宅サービスの利用者に対し、●か月に●回介護サービスの給

付費通知を送付し、利用した介護サービスの状況や請求に誤りがないか確認

を行います。 

 

⑥ 介護事業者に対する実地指導 

区内の指定介護事業者に対して、法令を遵守し質の高いサービスの提供が

なされているか、実施指導を行います。 
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